
   

公益社団法人日本地震工学会 会計処理に関する細則 

 

2017年10月23日制定 

 

（目的） 

第１条 この細則は、公益社団法人日本地震工学会（以下｢当学会｣という｡）の財産管理運

用規則（以下「財産管理運用規則」という。）第６条の規定により、勘定科目に関わる会

計処理の実施に関して、定めるものである。 

 

（適用範囲) 

第２条 この細則の適用範囲は、財産管理運用規則と同じとする。 

 

（勘定科目の名称、性質、処理基準) 

第３条 勘定科目の名称、性質、及び処理基準は、別表１の通りとする。 

 

（経理区分） 

第４条 当学会の経理は、以下に区分する。 

① 公益目的事業１(公１)   ② 法人会計 

２ 上記区分について、事業①②の区分に計上すべきことが明らかなものは、それぞれの

事業に計上する。また管理費の経費など、複数の区分にまたがるものは、適切に按分し、

その按分割合を記録に残すこと。なお平成28年度収支予算書作成時の按分割合は、別表２

の通りである。 

 

（主要帳簿と補助帳簿の様式) 

第５条 主要帳簿（総勘定元帳、仕訳帳）と補助帳簿の様式としては、以下の項目を要す

る。ただし市販の会計ソフトの様式を利用してもよい。 

・タイトル（総勘定元帳／仕訳帳／補助帳簿） 

・法人名（公益社団法人日本地震工学会） 

・勘定科目 

・取引年月日 

・摘要 

・金額 

・押印欄 

 

 

 



   

（領収書の様式） 

第６条 領収書の様式としては、以下の項目を要する。 

・タイトル（領収書） 

・取引年月日 

・領収書提出先 

・金額 

・摘要 

・作成法人名（公益社団法人日本地震工学会） 

・伝票番号 

・作成元印欄 

 

（物品台帳) 

第７条 物品台帳の様式としては、以下の項目を要する。 

・タイトル（物品台帳） 

・作成法人名（公益社団法人日本地震工学会） 

・物品管理者名 

・作成年月日 

・物品名称 

・物品数量 

・物品購入年月日 

・物品置き場所 

・備考 

 

（細則の改廃） 

第８条 本細則を改廃する場合は、理事会の承認を得て行うものとする。 

 

付則 

1) この細則は､平成29年10月23日より施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 









  資料 30-18 

 

 

（別表２）       【按分割合】 

按分対象科目 公益目的事業１（公１） 法人会計 

【入会金・会費収入】   

正会員入会金 50% 50% 

正会員会費 50% 50% 

法人会員会費 50% 50% 

学生会員会費（寄付金扱い） 50% 50% 

【管理費】   

給料手当 90% 10% 

通信運搬費 90% 10% 

減価償却費 50% 50% 

税理士報酬 50% 50% 

会議費（理事会） 50% 50% 

消耗品費 90% 10% 

賃借料 90% 10% 

リース料 90% 10% 

雑費 90% 10% 
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